西ドイツ都市計画法制の現状 by 秋山 義昭 & Akiyama Yoshiaki
335
西 ドイツ都市計画法制の現状
秋 山 義 昭
1序
旺 連邦建築法
(1)基本計画の策定
(2)基本計画の保全措置
(3)基本計画実現のための事業方法
(4)建築用地税
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1序
人間が より快適な社会生活を送るためには,あ らか じめ何 らかの計画を策
定 し,それに従って居住地域を整備 し,配慮 しなければな らないという意味
での地域計画 ・都市計画は,恐 らく人類が地上に文化国家を確立 し得て以来
存在す るといってよい。長方形型 の城壁に囲まれた整然 とした街路をもち,
街路広場に対応 して立派な公共建築物 ・神殿 ・寺院な どが配置 されている西
南アジア地域 ・古代エジプ ト地域の多 くの古代都市の遺跡をみれば,そ の当
時か ら,い かに 独創的な 地域計画がなされていたかが わかるであろう。ま
た,中 世前期の諸都市には,市 街が全 く不規則で,城 壁の形 も不整型なもの
があ り,都 市計画の 欠如を思わせ る一時期 もあったが,12世紀以降に多数
建設 された新都市は,や はりほとんど例外なく,そ の時代に適 した計画的な
秩序を示 している。ルネ ッサンス期には,そ れが建築美 ・形式美に重点を置
くものとなったが,都 市計画に従った都市造 りがなされていたことには変 り
がなかった。
19世紀に台頭 した自由主義の波は,建 築の分野にも,建 築 自由(Baufrei-
heit)の思想を 押 し進めた。 プロイセンー般 ラン ト法(AllgemeinesLand
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Recht)65条1号の8は,「 いかな る 土地所有権者 も,彼 の所 有地 に建物 を
建 て,あ るいは この建築物を 変更す ることがで きる」 と規定 し,防 火 ・耐
久 ・安全等 の警 察的観 点か らす る建築規制法 の制限 を受け る以外 には,建 築
者 ・土地所有権者 は,そ れ以外 の規制に服す ることがなか った。従 って,19
世紀後半に 各 ラソ トで 制定 され た建築法(Bauordnung)は,最少限 の警察
的必要に基づ いた建築規制 のための法 で しかなか ったのであ る。
第一 次大戦前 か ら特に顕著 とな った工業 の発展 ・都市 の発達,お よびそれ
に伴な う都市 と農村 の人 口的 ・経 済的偏在,ま た,1928年頃か ら 問題化 し
てきた 失業者 の増大(1928年で約100万人,1'932年で約600万人の失業者が居たと
いわれる)に 対す る 措置 と しても,国 内を一体 と して 強力な国土建設 をお し
進め る必要が認識 され始め,計 画的 な都市造 りと国土 開発 は,そ のために も
緊急の必要事で あった。 ドイツナチス党1920年綱領 の 「土地 は 国家の要請
に従 って利用す る こと」 に 基づ いて,1930年頃 よ り盛 んにそ のための個別
的な立法化が 試み られた。 なかで も,1933年 「居住地域 開発法」,1934年
「ドイツ植民 制度(Siedlungswesen)に関す る暫定的措置法」,お よび,そ れ
に基づ いて発せ られた 「建築規制命令」,「期限付 き建築制限 の許容性 に関す
る命令」,1937年「ドイツ都市改造法」等は,1960年に制定 された連邦建築
法に よって廃止 され るまで,地 域計画法 の先駆的存在 と しての重要な役割 を
果 してきた。
第二 次大戦 を契機に,都 市 問題 は性格を一 変 した。 ドイ ツでは,普 仏 戦争
以後,都 市が急激に膨張 ・発展 し,都 市 におけ る市民生活 の安全 ・衛生,お
よび市民活動 の便宜 と能率 の配慮が,必 要 欠 くべか らざ る問題 と して表面化
し,そ れに対す る対策 が急務 となった。 そのために,1875年の 「プ ロイセ ン
建築線法」(Baufluchtliniengesetz)等の よ うに,新 興都市市街地を,あ ら
か じめ策定 された計画の下 に置 く試み もないではなか ったが,そ れ はあ くま
で も新興都市建設の都市計画で しかなか った。 しか も,第2次 世界大戦は,
まず住宅問題 に深刻 な打撃を与 え(230万戸の住宅が破壊され,1950年には500万
戸の住宅が不足であった),住宅建築 ・都市再建事業に も早急に着手 さるぺ き必
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要にあ った。 こうい う事情 の下で,連 邦政府 も,ま ず住宅 政策 を 第一 の重
点施策に と りあげ,1950年に 「第1次 住宅建設法」(Erste8Wohnungsbau-
gesetz),1953年に,宅 地取得 を 促進 す る 収用法 と して 「建築地調達法」
(Baulandbeschaffungsgesetz),1956年には,第 二段階 の住 宅政築 と して持
家的な家族住宅 の建設 を促進す る 「第2次 住 宅建設 法」(ZweitesWohnungs-
baugesetz)を相次いで発布 し,住 宅建設を飛躍 的に 推進す る とともに,住
宅経済 の社会市場経済 への移行を うなが した。 また一方,戦 災復興 を,計 画
的 ・合理 的に実施す るために,バ イエル ンや ブレーメン等の よ うな比較 的戦
災 の少なか った ラン トを除 き,1948年以降,ほ とんど全ての ラン トで 「復
興建築法」(Aufbaugesetz)を制定 し,近 代 的な都市計画 の 原 則に従 って,
戦災都市の住宅 ・街路 ・公園等 を戦前 以上に近代的に復興 していった。 しか
し,各 ラン トの復興建築法は,そ れ な りの成果をあげ ることがで きた とはい
って も,そ れ はあ くまで暫定 的な ものであった し,規 定そ の ものも,本 質的
には従前 の建築法 の継 受の範囲を出なかった。 また,都 市計画 の種類 ・手法
等 も各 ラン トで まち まちで あ り,基 本法の制定 を みたに も拘 らず,基 本法
14条の意 味におけ る 補償 の扱 い も 一様ではなか った。 加えて,都 市計画の
対象領域 も,都 市 の加速度的膨 張現象 に伴ない,本 来 の都市主要部 のみであ
っては実状にそ ぐわず,時 代遅 れの もの とな ったか ら,各 ラン トに散在 して
いた 旧 ドイ ツ時代 の都市計画関係 法や,戦 後 の復興建築法を整理 ・統 合 し,
かつ新 時代の都市建設に即応 した統一 的総合的な法制度 が ど うして も必要 と
な った。
統 一的 な建築法 の立法に際 しては,当 初,そ の立法権 限の帰属をめ ぐって
疑義 を生 じていたが,1954年6月16日 の 連 邦憲法裁判所 の 意見書(都 市計
画,建 築地 の変更,土地取引,造成,土 地評価に関する法律に関しては,基 本法74条
18号に基づき,連邦の管轄権が認められる。)に従 って,連 邦の立法権限に委ね ら
れ る ことにな った。 但 し,警 察的 目的か らす る建築規制法(Bauordnungs-
recht),建築監督法(Bauaufsichtsrecht)に関 しては,連 邦の 権限が 認め
られず,い ぜ ん と して ラン トの立法権限に留保 され た。
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1960年6月30日,約10年 にわた る 慎 重 な 審議 の 結果,「 連邦建築法」
(Bundesbaugesetz)が制定 された。 実に67の 旧都市計 画関係 の法規 を廃止
した この法律 は,都 市計画の策定 とそ の実現 のための事業方法 と,こ れ に関
連 した建築用地 の調達 と建築 用地市場 の緩和に関す る規定を盛 り込む もので
あ って,ま さに,土 地法 ・建築法 ・都市計画法 ・区画整理 法 ・収用法 ・開発
法 ・地祖法 を 広汎に含む網羅的な 統一法 であ る。 しか し統一法 とはい って
も,も ちろん関係法規 の単 な る集積ではな く,建 築基本計画を中枢 と して,
これ らがいわば有機的関連を もって体系づけ られてい る。現在,西 ドイ ツの
都市造 りは,こ の都市計画基本法 ない し土地 収用総合計画法 ともい うべ き連
邦建 築法 に従 って実施 され てい るわけであ るが,当 然,各 都市な り,市 町村
な りが,無 秩序に都市計画事業 を行な うのではない。西 ドイ ツ全体 の観点に
立 って,都 市間,都 市 と市町村間 の調整が必要 であろ う し,ラ ソ ト自体 の調
和 の とれた 地域的発展 と合理 的な 土地利用が 必要であ ろ う。 その要請に応
え,連 邦全域に おけ る国土整理 のための共通 の実体的原則を確立 しているの
が,1965年 の 「連邦 国土計画法」(Bundesraumordnungsgesetz)であ り,
各 ラン トで,地 域 的発展 を展望 し,ラ ン トの総括的 な要綱 ・計画を策定す る
のは,1950年以降,各 ラン トで 制定 されてい る 「ラン ト計 画法」(Landes-
Plannungsgesetz)である。
西 ドイ ツの都市建設法 制は,従 って,連 邦建築法,ラ ン ト計画法,国 土計
画法を三本 の柱 と し,そ れ らが全体的調和を保ちなが ら,有 機的かつ機能的
に作用 しあい,都 市建設,国 土 開発を強力にお し進め てゆ こうとす るところ
に特 色がある といえるが,こ の ような法 制度の実態は,西 ドイツの固有 の伝
統 と歴 史の所産 とはいえ,我 国をは じめ,他 の諸外国に も多大 な示 唆 と影響
を与 え るであ ろ う。
以下,都 市造 りの基本法で あ る連邦建築法 の規定内容を,大 まかにみてい
きたい。1
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H連 邦 建 築 法
1960年の連邦建築法は,大 戦に よる 領土の喪失 ・建造物の 破壊 ・難民の
流入とい う問題に直面 しなが ら,経 済的 ・文化的国家 としての再生を念願す
る西 ドイツ国民の 要求に応えて 生 まれた ものである。 全部で189条より成
り,本 法制定の目的は,(イ)都市および農村の発展を,近 代的都市建設 の原
則に従 って 促進すること,(ロ)将来の住宅建築政策,都 市政策に対する法的
基礎を確立 し,関係都市建設法令を集約す ることに よって,基 本法下におけ
る所有権の内容を明確に し,かつ,最 近の判決,法 律学の法則に適合させる
こと,の 建築用地の取得,特 に,持 家のための建築用地の取得を容易にす
ること,←)都市計画の実施に よって 乱れ る土地市場を 適正化せんとする地
価対策,で ある。そ して,連 邦建築法は,都 市計画実施上の法技術的 目標設
定 と,土地政策的 目標設定とを,同 一の法の中で同時に意図 している点にお
いて,他 の国に例をみない。
法の構成は,(1)基本計画の策定,② 基本計画の保全措置,(3)基本計画実
現のための事業方法,(4)建築用地税,と なってお り,以 下,そ れぞれにっ
いて分説する。
(1)基本計画の策定
連邦建築法による都市計画は,基 本計画(建 築誘導計画Bauleitplan)の
策定に始 まる。基本計画は,「都市 および 地方を秩序正 しく発展させるため
に,こ の法の定めに従 って,建 築上,土 地利用上の計画を樹立 し,誘導す る
(1条1項)」目的をもって策定され るマスタープランである。そ して,基 本
法28条2項 《市町村は,法 律の範囲内において,地 域的共同体の全ての事
項を 自己の責任で規律する権利が保障 されなければな らない 》の規定,お よ
び各ラン トの憲法にみ られる自治行政の保障に基づいて,こ の基本計画の策
定は,市 町村の管轄 とされてお り(2条1項),市 町村は原則 として,住民の
社会的文化的要求 ・住民の安全と健康を 標準 とし(1条4項),国 土計画 ・
ラン ト計画の目標に合致す るようこれを定めなければな らない(1条3項)。
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策定 された基本 計画は,・一定期 間住民に公 開 し,意 見の提議 を求めた後,上
級行政庁(一 般的にはラソト政府)の 認可を受け る。 連邦建築法 は,基 本計 画
の策定を,市 町村が 「自己 の責任 において定め る もの」 とす る建前 を とって
い るか ら,計 画の策定に関 し,上 級行政庁 の命令権は 原則的に 認め られな
い。 認可を要す るとす る点で,あ る程度,市 町村 の 自治権 の制限が窺 われ る
が,基 本計画が,連 邦建築法 その他 の関係法規に違反す ると認め られ る場 合
に限 り,認 可が拒否 され るにす ぎない。
基 本計画 には,市 町村全域 に 対 して 設定す べ き 単 な る 準備的 基本計 画
(VorbereitenderBauleitplan)としての 「土地利 用計画」(Flachennutzungs-
plan)と,建築 の切迫 してい る狭 い地域に対 して設定すべ き法的拘束力 を有
す る基本計画(VerbindlicherBaulei七plan)としての「建築計画」(Bebauungs-
plan)の二種類が あって,二 段階 に分 けて認可 され る。
a.土 地利 用計画
土地 利用計画は,次 の建築計画の準備的段階であ り,市 町村全域 にわた っ
ての総合的な計画である。 これ は,土 地利用 のおおまかな輪郭 を描 くもので
あ るか ら,土 地所有者 お よびそ の他の一般私人を何 ら法的に拘束す るもので
はな い。す なわち,都 市 の発展の方向の指針 ともい うべ き誘導計画が ここで
樹立 され るので あ り,当 該市町村,あ るい は市町村の申 し出に基づいて ラソ
ト政策の決定 した専門的な計画等当局 のみを内部的に拘束す る一種の合意 あ
るいは申 し合わせ(Vereinbarung)の性格を有す るものである。
b.建 築 計 画
建築計画 とよばれ る拘束 的基本計 画は,先 の土地利用計 画を更に発展 させ
た ものであ り,都 市計画の最終的確定であ ると同時に,都 市計画事業 を遂行
してい くために必要な措置 の基礎 となるもので あ る。
建築計画が土地利用計画 と 決定 的に 異 な る点は,そ れが 市町村 に よって
「法規」(Satzung)として決定 され る(10条)こ とである。 連邦建築法 の施
行 され る以前 は,ラ ン ト法において,こ の点が 明確で な く,学 説 ・判例で
は,法 律 とす る説 と 行政行為(Verwaltungsakt)とす る説に 分かれ ていた
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ものを,立 法的 に 解決 した ものであ る。 この場 合の 「法規 と して 決定 され
る」 とい う規 定の持 っ意味は,特 に個人 の権利救済の面に重要であ り,土 地
所 有者 は,そ れ を 行政行為で ある と して 行政訴 訟の 手段 を もって しては,
自己の権利 を 裁判上争 うことがで きない。 す なわ ち,建 築計画に 不服 のあ
る者 は,間 接的 に,土 地取引認可手続(19条 以下)の ところで,行 政裁 判
所 で 建築計画定立 の 合法性 を,先 決問題(Vorfrage)として 争 うか,あ る
いは 直接的に,連 邦行政裁判所法47条 に 定め る ところの 抽象的規範統 制
(Normenkontrolle)による以外に は,争 う道 が閉 ざされ てい るので ある。 こ
の ことは,で きるだけ迅速に都市計画事業 を実施す るこ との必要性 と,建 築
計画に対 しては法治国家に要求せ られた範 囲内で の取消 の可能性 を認め よう
とす ることの妥協的な結果 であ る。
決定 され た基本計画は,上 級行政庁 の認可を受け ると,地 方的慣例 に従 っ
て公示 され,そ の公示に よって計画は効力 を生ず ることになる。 も し,上 級
行政庁に よって,市 町村 の策定 した計画が拒絶 され た場 合には,そ の拒絶 行
為を,市 町村 の 自治行政権(Selbstverwaltungsrecht)侵害の行為 と して,
連邦行政裁判所法68条 以下の取消 ・義務 づけ訴訟 で争 い得 るとされ ている。
(2)基本計画の保全措置
計 画が策定 された な らば,次 に,こ の計画を 効果的 に 実現 してゆ くため
に,種 々の保全措置が講 じられ る。連 邦建築法が規定す る基本計画保全 のた
め の法的手段 と しては,区 画形質 の変更禁止(Veranderungssperre),土地
取引に対す る認可義務(GenehmigungspflichtfUrdenBoden-Verkehr),
市町村 の 法定先買権(Vorkaufsrecht),建築 的 利 用 規 制(Regelungder
baulichenNutzung)がある。
a.区 画形質の変更禁止
建築計 画の設 定 された計 画区域 内において,都 市計画の実施上支障がない
よ うに,一 定 の期 限を付 して,土 地 の利 用変更を禁止す るもので あ る。 これ
は,1936年の 「期限付 き建築禁止 の 許容性に関す る法 律」 お よび 戦後 の各
ラン トの復興建築法に規定 され ていた 建築禁止(Bausperre)の規定 を承継
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したものである。市町村による建築計画の決定あることを前提 とし,著 しく
価格に変動をきたす ような敷地の区画形質の変更,お よび,軽 微なものを除
く建築や建築物の変更が禁止され る(14条1項)。 また,た とえ変更禁止が
ない場合であっても,建 築計画の実施に支障があると判断される場合には,
市町村の申 し立てに基づき,建 築認可行政庁(Baugenehmigungsbeh6rde)
は,認 可の申請を受理 してから1年 間,建 造物の建築の許否に関する決定を
遅 らせ ることが許されている(ZurUckstellungdesBaugesuchs)(15条)。
変更禁止は,市 町村によって法規 として決定され,上 級行政庁の認可を要
し,公示されるが,建 築計画の決定 と同 じく,行 政裁判所法47条の規範統
制手続による場合は別 として,こ れを直接行政訴訟で争 う方法はない。 しか
し,15条の建築申請の保留の場合は,こ れ と異な り,延 期によって権利を
侵害された と信ず る 建築申請者は,行 政裁判所法42条に よる行政行為の不
履行に基づ く義務づけ訴訟の方法で,直 接行政裁判所に出訴することがで き
るとされている。
また,変 更禁止は,所 有権の社会的拘束 の結果 として,当 然には損失補償
を要 しない(学説 ・判例の一致した見解である)が,変 更禁止がなされて以来,
あるいは,建 築許可延期の時期を過ぎて,4年 以上経過する場合には,関 係
者には,そ れに よって生 じた財産的損失に対 して,相 当の損失補償が金銭で
支払われなければな らない(18条)。
b.土 地取引に対す る認可義務
建築計画の適用区域内,お よび,建 築計画は定め られていないが,こ れに
関連す る区域内では,敷 地の分割は認可を受けなければ効力を生 じない。す
なわち,土 地取引に対 して行政庁による認可義務を定め,こ れによっていた
ず らに土地が細分され,建 築計画の実施が妨げ られないようチ ェックす る制
度である。 従来の居住移民法(Wohn8iedlungsgesetz)におけ る認可義務の
規定を承継するものであるが,旧 法が,居 住移民地区に指定 された市町村に
のみ土地契約の認可義務を定めていたのに対 し,一般的に認可義務を定めて
いる。
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まず,都 市計画上の規制効力がはた らく区域内では土地の分割に対 し,ま
た,規 制効力がはた らく区域外 といえども,建 築物を建築す る目的,ま たは
小菜園として継続的に使用する目的で行なわれ る土地の譲渡および地上権の
設定,な らびに同様 の目的で行なわれる土地の分割については,全 て計画認
可がなければ効力を発生 しない(19条)。
個人が自分の土地を分割 して登記する場合で も,都 市計画上の認可が必要
とされているのであるか ら,土地分譲を業 として行な うような土地会社の商
行為に対 しても,当 然認可の手続が必要なことはい うまでもない。 このこと
は,民 間企業者に対 しても,宅 地造成あるいは宅地開発は,き め細か く規定
された都市計画に従 って行な うことになり,計 画に予定 された整然と した土
地造成にも役立っているわけである。 しか し,連邦 ・ラン ト・市町村 ・学術
団体 ・宗教団体等が,契 約者 ・所有者 または 管理者 として 関係す る場合と
か,土 地収用の許 され る事業または土地区画整理事業等については,計 画認
可の手続は省略で きることになっている。ただこうい う場合で も,認 可行政
庁は,必 要に応 じて,土 地登記所に対 し,反対意見の記入を要請することが
で きる。
連邦建築法は,土 地収用に基づ く損失補償のほかに,こ こでも補償に関す
る規定を設けた。歴史的にも古 く,最 も重要な補償は,い うまでもな く収用
に基づ く補償であるが,40条以下において,建 築計画の 確定に よって生ず
る所有権の制限について詳細な規定を置いた。 立法者は,「基本計画の効果
は,通 常所有権の内容規定の枠内にあるが,個 々の確定にあっては,な お収
用類似の要件が認め られ得る」 とい う考え方に基づいていたのであるが,そ
の際,計 画法上の侵害の程度 と範囲についての限界が問題 となった。基本法
14条3項か ら生ず る義務に関 して,い かなる侵害が 社会的拘束にあた り,
いかなる侵害が収用とみなされるかを確定するために,連 邦議会は,委 員会
の提案に基づき,具 体的な 法律要件に よる 限界を設けた。 それによって,
(イ)建築計画に より財産上の損失を受けた場合,(ロ)建築禁止の場合,の 植樹
義務を伴な う場合,←)従来許容されていた 利用を 変更 ・廃止す る場合には
344 商 学 討 究 第22巻 第2・3号
損失補償がなされなければな らないとされ(40～44条),通常は金銭補償に
よるが,特 定の場合には,土 地の買取 り補償(Ubernahme)が認め られると
された。
c.市 町村の法定先買権
1919年の ライヒ植民法,1920年の ライヒ住居法,戦 後の各ラン ト復興建
築法(ノ ル ドライン ・ヴェス トファーレンを除 く)の規定を引き継いだこの
制度は,投 機を目的 とする土地売買をその発端で捕促 し,市町村に土地を買
入れる可能性を開 くことに よって,公 共用地や住宅用地等の供給を確保 しよ
うとす るものである。
建築計画において,公 共建築物用地,交 通用地,供 給施設用地,緑 地 と し
て決定された土地,土 地整理(交換分合,境界整理)の 対象地区内の土地につ
いては,市 町村は先買権を行使で きる(一般先買権24条)。また,市 町村は,
建築計画の適用地域および建築計画の作成を決定 した地域において,上 級行
政庁の同意を得て定める条例に より指定する地区内の未建築地の売買契約に
ついて,買 主がその土地を3年 以内に建築法規に基づ く決定に従って利用 し
ないものと認める時は,売 主か ら通知を受けてか ら1ヵ 月以内に,当 該売買
契約と同一の条件で,売 主か ら買取ることができる。3年 以内に利用 しない
とい う要件に該当 しないために先買権を行使できない場合に も,市町村は,
当該土地が3年 経過後も 建築法規に 基づ く決定に従って 利用されない時に
は,買 主か ら買取る権利を 留保することができる(未建築地に対する特別先買
権25条)。その際に買取 る価格は,原 則 として買主が支払 った代価であるか
ら,土地を利用す る意図のない者によって土地が買い集め られ,転 々売買に
よって加速度的に地価が上昇するのを防 ぐことに役立っている。改良地区と
して基本計画で定め られている土地については,建 物が建っていても先買権
を行使できる(改良地域における特別先買権,26条)。市町村は,先 買権 または買
取権を行使 して取得 した土地が,建築計画において,公共建築物用地,交 通・
給排水 ・エネルギー供給用地,緑 地として決定されているか,収 用の場合の
代替地,補 償用地 として必要な場合を除 き,取 得後3年 以内に,原 価で,当
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該土地を建築法規に基づ く決定に従って利用す ることを希望す る者に売渡さ
なければな らない。売渡 しに際 しては,土 地財産を全 く所有 しない者を優先
させるように努めなければな らない(25条5項)。
d.建 築的利用規制
連邦建築法は,土 地の区画形質の変更禁止の可能性の他に,建 築物の設計
許可の規定を置いている。 これは,安 定性 ・火災予防 ・交通安全等の警察的
観点か らす る建築許可ではな くて,目 的物権に対する都市建設計画の施行上
の観点か ら,行政庁の許可を要求 しているものである。ここでい う建築物 と
は,通 常,建 築監督上の許可もしくは同意を必要 とす る建築物の他,比 較的
広い区域の築提 ・築堀な らびに堀 さくを包含 し,そ の建設 ・変更 ・用途変更
については,建 築物についての構造 ・設備に関す る許可の前に都市計画上の
許可手続を経なければな らない(29条以下)。
この規定は,1936年の 建築規制命令の規定を とり入れたものであるが,
変更禁止規定 と並んで,都 市計画をスムーズに実現するための重要な担保措
置である。
(3)基本計画実現のための事業方法
次に,基 本計画を現実化す るためには,そ れを執行する強力な法的手段が
必要である。連邦建築法は,そ のために,土 地整理(Bodenordnung),土地
収用(Enteignung),土地造成(ErschlieBung)の方法を規定する。
a.土 地 整 理
基本計画に従って土地を型 どり,計 画を実現する土地整理のための手段 と
しては,交 換分合(Umlegung),境界整理(Grenzlegung)の2方法が規定
されている。
交換分合は,建 築地および未建築地を基本計画の定めに従って,地 形の変
更および土地の交換分合等を行なって,秩 序ある市街地開発を進めるための
手段である。 土地の交換は,本 来,主 として 農地の領域で 必要であったか
ら,相 当 早 くか ら(例えば,1769年のプ・イセン共有地分割法,1794年の一般ラン
ト法等)交換手続 に 関す る規定 は 存 していた。 その後,都 市が急激に発展
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し,都 市開発 の領域に も土地 の交換分合 の方法 を必要 と したが,と りあえず
農業法上 の区画整理 規定 で間に合わせていた。都市計画事業における交換分
合の手法 を提唱 したのは,ア デ ィケス博士(Dr・F・Adickes)であ り,そ の
提唱は,後 に,フ ラソ クフル ト・アム ・マ イン の1902年「アデ ィケス法」
(LexAdickes)として立法化 された。今 日の交換分合の規定 も,こ の法 律の
流れ を くむ ものであ る。
連 邦建築法に おけ る交換分合は,市 町村 の交換分 合局(Umlegungsstelle)
が,建 築計画実 現のために 必要 な限 り,自 己の責任において 命令 ・施行 し
(46条),決定(交 換分合決定)に よって開始 され る(47条)。
交換分合のや り方は,ま ず,交 換分合区域の土地を一応1団 地 と して統合
し(U甲legungsmasse),それか ら,基 本計画 に 交通路 ・緑地等 の公共用地
と して決定 された土地を差 引き,そ の後に残 った面積(Ver七eilungsmasse)
を再分割 して各個人に割 りあてる。個 々人に配分 され る面 積は,最 初 の土地
の地面状 況あ るいは価格状 況に応 じて定め られ,土 地 の分割が不可能 な場合
には金銭 に よって補償 され る(55～59条)。
なお,交 換分合を実施す るためには,少 な くとも,(イ)建築計画が確定 して
い ること。ただ し,交 換分 合手続遂行 の困難性 を回避す る等のた めに事前の
開始 も認 め られてい るが,そ の場合は,交 換分 合図の掲示 以前 には建築計画
は発効 していなければな らない。(ロ)自由意思に よる 手段(売 買,交 換)を
もって建築 計画 の実現を図ろ うとす る所 有者 または市町村 の努力 が効 を奏 し
なか った こと,の 要件 が備 わっていなければ な らな い。
境界整理 は,区 画整理に類似 した 制度 であ るが,そ の事業の 執行に よっ
て,交 換分 合の よ うに,土 地価格に大 きな変動を伴 なわない場 合に認 め られ
るもので,建 築 計画の適用区域 内 または関連区域 内で,秩 序あ る建築 をもた
らし,あ るいは建築違反 の状態 を回避す るために,隣 接 した土地 の一部 を相
互に交換 し(部 分的相互交換GegenseitigerAustausch),または一方的 に配
分す る(EinseitigeZuteilung)ことに よって行なわれ る。土地 の価格 の変動
は,一 般的 に5%が 限界 とみ られ てお り,ま た 「価格 の変動」 とは,そ の減
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少のみを意味 し,増加を含まないと解 されている。境界整理に よって生 じた
土地の価格変動は,土 地所有者に対 して金銭補償がなされなければな らない
(80条,81条)が,その際に,境 界整理前後の取引価格を調査 し,両者を比
較 して決せ られる。
交換分合,境 界整理は,市 町村の決定を経た後,公 示 されることに よって
効果を生ずる。
b.土 地 収 用
本来,土 地収用法は ラン ト法の規定す るところであったが,第 一次大戦後
急激に問題化 した住宅難に伴な う住宅用地調達の必要か ら,収用に関するラ
イヒの立法が促され,種 々のライヒの法律が制定 された(例えば.1931年の第
三緊急令,1936年の小住宅地調達令)。しか し,第 二次大戦後は,戦 災都市復興
のために,緊 急に,住 宅地調達の目的を越えた都市再建に役立つ収用法が必
要であったか ら,戦後の各 ラン ト復興建築法は,そ れぞれ土地収用に関す る
規定を盛 り込んでいた。その後,こ の収用に関す る規定の不整合を解決す る
ために,統 一的な連邦法として,1953年に建築地調達法(Baulandbeschaf-
fungsgesetz)が制定 されたが,さ らにこの法の不備 ・欠陥を是正 し整備 した
のが,こ の連邦建築法85条以下に定める土地収用に関す る規定である。
土地収用は,建 築計画に従って土地を利用 し,そ のような利用を可能にす
るため,建 築計画関連地域の未建築地を建築法規に従って利用するため,損
失補償にあてる土地を調達す るため,に 行なわれる。 しかも,そ の収用は,
α)それが公共の福祉に 合致す ること,(ロ)収用の目的が他の方法では達成で
きないこと,の 公共用地か ら適当な土地を提供できないこと,←)申立人が
売買 または交換に より適当な土地を取得 しようとして努力 したが徒労に帰 し
た こと,㈹ 収用により取得 した土地を,一 定の期間内に 予定の目的に供す
ること,す なわち,建 築計画の基準に従 って利用することを疎 明す ること,
の要件に合致する場合にのみ認め られ る(87条)。連邦建築法は,建 築計画
の確定に対応する土地の建築またはその他の利用を 目的 とする全ての設計は
私益に優先するものと し,この建築設計が,そ の他のあ らゆる手段を尽 した
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に も拘わ らず実現されない時に,最 後の手段 として,建 築用地取得の権利を
収用の方法により許容 しているのである。
収用の手続は,収用にかかわ る土地の所在する市町村の申 し立てに基づき,
上級行政庁(通常はラソト行政庁)が 行ない,土 地収用行政庁(Enteignungs-
beh6rde)の決定によって開始される。 この決定に対 しては,ラ ン ト裁判所
に設け られた建築地事件のための部(KammerfUrBaulandsachen)へ,裁
判所の救済を求めることがで きる(160条,169条,170条)。
市町村が利用 した土地で,公 共施設の 用地 として 必要でな くなった 土地
は,建 築計画に 従って利用する 意思のある者に 譲渡されるが,こ の場合に
は,ま ず従前の所有者が考慮 され る。収用に より生 じた権利の損失,そ の他
の財産上の不利益に対 しては補償がなされ る。
c.土 地造成(開 発)
市町村(またはその委任を受けた者)は,開 発施設を設置する義務を負 う。建
築計画が存在 しない場合で も上級行政庁の同意があれば実施 し得 る。 ここで
い う開発施設 とは,(イ)加入料な らびに 経常的使用料によって その費用を支
弁す る施設(例えば,飲料水,電気 ガス,熱 下水用の施設),(ロ)無償で 共同の
用に供せ られ,か つ土地所有者が 開発費を負担 しなければならない 施設(例
えば,建設の決定されている公共の道路,道および広場,建築区域内の集合道路 ・公園
および緑地)をい う。土地所有権者には,土 地造成事業実施上 の負担(例えば,
駐車場の設置,街灯照明用配線 造成施設のための標識 ・指示板の設置)を受忍 しな
ければな らない義務が課せ られ るが,そ の際に損失が生 じたな らば,金 銭補
償が与え られる。
市町村は,開 発施設に要 した費用(開発施設のための土地取得および建造物取払
いの費用,開発施設の建設費,施設を市町村の開発施設として譲り受けるのに要する費
用)を,開 発施設の設置に より造成された土地の所有者か ら徴収することが
で きる(開 発負担金ErschlieBungsbeitrag)。この開発負担金の制度は,開
発費用を,な るたけ早期に受益者に負担 させ ることに よって,短 期間に開発
を推進するとともに,開 発造成 された建築用地が,す みやかに市場に供給 さ
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れるように仕向けることを趣旨とするもので,西 ドイツ開発事業におけるユ
ニークな方策である。
負担金分担の義務を負 うのは,建 築 または営業上の利用が拘束力をもって
決定 しており,そ れへの利用が可能になった土地,お よび拘束力をもって決
定 してはいないが,取 引通念上建築用地であ り,市町村の建築の秩序ある発
展か らみて建築が期待される開発地である。
従来,この費用支弁に関する法は,プ ロイセン建築基準線法(Fluchtlinien-
gesetz)15条に よる住民分担金法の如きラソ ト法の規定するところであった
が,そ れ らは,道 路 ・公園等の開発施設が完成 しても,それに沿って建築物
が建築 される時でない と負担金が とれなかった。 しか し,新法は,建 築的利
用が可能になった時を徴収期 日と定めたか ら,土地所有者は,自 分で建築物
利用とす るか,利 用で きる資金のある者に売 らざるを得な くなるわけで,こ
の点でも,非 常に特色ある宅地対策を講 じているといえる。
(4)建築用地税
連邦建築法の目的のひとつは,土 地市場を,未 建築地の成熟地の供給を増
加す ることによって整序することにある。 この目的のための措置の一方は,
開発負担金の 徴収期 日の繰上げ(133条)であ り,他 方は,第10章 に規定
されている租税算定数の引上げである。 この後者 の制度は,1951年の土地
税法(Grundsteuergesetz)を変更 し,12条のあとに3条 を加え,未 建築地
に対す る成熟地における租税算定数を累進的段階的に引上げるものである。
そ して,こ の未建築地の建築成熟地に対す る土地税の増加税率の適用(建 築
用地税Baulandsteuer)は,建築地に適 した土地所有者に経済的負担をかけ
て,所 有者 自身が建築するか,あ るいは建築の意思ある者に売却す るよう圧
力をかけることに よって,土 地の供給促進 と土地の有効な利用をね らいとし
た ものである。
しか し,建築用地税の賦課率については,市 町村に決定が委ね られている
か ら,市町村の賦課率の賦課率の定め方いかんによっては,未 建築地の地租
負担はさらに重 くなる。従って,建 築成熟地に対す る税の負担が,市 町村に
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よって 著 しく高額 とな る 結果 にな って,土 地所有者 の 猛烈 な反対運動に会
い,こ の規定 は,1964年に廃止 のや むな きに至 った。
一応 ,そ の内容 を紹介すれば,通 常,土 地 におけ る租税算定数は,一 般 の
未礁 地の場合論 であるが,未建築の建築蝋 地 健築計画において藤 用
地として定め られているか,建 築計画にとりあげられていないが,取 引観念上建築用地
であり,かつ,市 町村の秩序ある発展に従い建築の切迫している場合に建築成熟地とみ
なされる土地であって,道 路等の交通施設 給排水 ・供給施設により充分開発されてお
り,事実上即時的な莚築が可能である土地)に ついては,こ の要件 に 該 当す るに
至った翌年からぷ σに,2年後には茄 に,3年 後には 器 に 引きあげ
られ る(172条)。 西 ドイ ツに お い て は,土 地 税 は,市 町 村 税 の 一 種 で あ る
が,税 務 署 が 評 価 法(Bewertungsgesetz)に基 づ い て 定 め た 統 一 価 格 に,租
税 算 定 数(Steuermesszahl)を乗 じて 得 た 租 税 算 定 額(Steuermessbetra9)
に,更 に 賦 課 率(HebeSatz)を乗 じて 税 額 が 算 出 され,徴 収 さ れ る こ と に な
る 。
皿 西 ドイ ツ都市計画 の特色 と我 国の課題
戦後の 西 ドイツの 復興はめざま しく,む しろ現在では,復 興の域を脱 し
て,近 代的な都市建設VC-一路遙進 している。 特に画期的 ともいえ る1960年
の連邦建築法の制定による徹底 した計画的町づ くりと交通網の整備 とは,都
市の無秩序な膨張と混乱を抑制 し,我 国にみ られるような都市機能の渋滞,
都市環境悪化等の現象を防止 している。
特に,連 邦建築法は,土 地対策をその 大 きな 狙いのひとつ としている点
で,極 立った特色をなす ものであろ う。1960年頃 より顕著 となった 地価高
騰に対 し,1936年以来続け られてきた 未建築地に対する 価格統制を徹廃 し
て土地市場を自由化すると共に,他 方,建 築基本計画の策定を軸 としつつ,
い くつかのきめ細かな措置を合わせて,土 地の提供促進 と投機の抑制を図っ
ている。土地鑑定委員会お よび標準価格制による市場の透明化,開 発負担金
制の強化,未 建築地に対する地租の引上げ(建 築用地税)等,ど れをとって
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も非常にユニークな土地対策であ り,国 の積極的な土地問題に対する姿勢が
窺われる。
しか し,連邦建築法にみ られ る土地対策も,そ の全てが効果を発揮 した と
い うわけではない。先に述べた ように,建 築用地税は,各 市町村で税額に著
しい格差を露呈 し,主 として納税者の強い反対に会って,後 年廃止されざる
を得なかった。 制定当初か ら多 くの論議 と反響を呼んだこの規定は,「所有
権 自由の原則を堅持 しなが ら,わが ままな土地市場の法則性に対処 し若干の
修正を加えよう」 としたものであったが,結 局挫折 して しまった。その背景
には,土 地需給のアンバランスのいい知れぬ深刻 さと土地問題を扱 う難か し
さがあ るように思われ る。
我国における 昭和44年施行の新 しい都市計画法は,無 秩序に拡大す る市
街地の抑制を目的 とし,都市計画区域を市街化区域 と市街化調整区域に分割
し,後者においては原則的に市街化を禁止 している点,都 市計画区域,都 市
計画事業等の決定権を,建 設大臣か ら県 および 市町村に移譲 した点におい
て,従 来の都市計画法を根本的に改めるものであろう。 しか し,それのみで
は,現 在の未曾有の都市化現象に伴な う地価騰貴,土 地利用の混乱に起因す
る都市機能の麻痺,都 市環境の悪化,都 市公害問題に充分に対処 しきれるも
のではない。西 ドイツ都市計画法制は,全 体的視野か らの秩序 と発展を可能
にす るものとして,全 体 として統一 した法体系を構成するものであるのに対
し,我 国の都市計画法制は,関 連制度,特 に,土 地対策をなおざ りに してい
る向きがある。都市計画法制は,関 連制度 との効果的な連携に よってこそ,
都市計画法の効用が期待できるのであって,我 国においても,合 理的な土地
利用計画を基礎 として,地 価安定 と宅地供給のために,有 効な土地対策が検
討 され具体化されることが,是 非 とも必要ではないだろ うか。
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